
別記様式第２１条（第２７条関係）

　下水道法第１６条の規定により施工承認を申請します。

　小平市　　　　　

公共下水道施設設置工事等施工承認申請書

小 平 市 長 殿

施 工 理 由

施 工 場 所

施設の内容

工事予定期間

施 工 業 者

所 在 地 電話番号

担当者名

　□　開発行為　　　　□　敷地分割　　　　□　道路位置指定　　　　□　一般

担当者
連絡先

電　話

申
請
者

年　　　　　月　　　　　日

特
記
事
項

・　申請書及び施工承認通知書（各１部）　　・　案内図（２部）　　・　公図写（１部）

・　平面図、縦断面図、下水道施設等構造図　（各２部）　

・　土地の登記事項証明書　　（開発工事の場合は不要）

課　長 課長補佐 係　長

添 付 書 類

★　太線の中だけ記入して下さい。

担当（扱者左側）

上記申請については、別添条件を附して承認する。

決
　
裁

受

付

印

承 認 年 月 日 ・ 番 号

年　　　　月　　　　日
年
月
日

番
号

■　チェックボックス内を黒く塗つぶして下さい。

　□ 管きょφ　　　　　　　　　　ｍ、　φ　　　　　　　　　　　ｍ、　φ　　　　　　　　　　　　ｍ

氏　名

事業者名

代表者名

住　所

　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日から　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日まで

　□ 別紙内訳書のとおり　　　□ 人孔　　　　　　箇所　　　□ 汚水ます　　　　　　　箇所



1. 設置した下水道施設は、市の検査終了後、市に帰属すること及び当該土地を無償占用すること。

２． 帰属図書として、下水道施設引継調書に、管きょ・マンホール・公ます等の種類、数量、金額等

の内訳書を添付し、完成図とともに提出すること。

３． 下水道施設の維持管理及び他の排水を接続するために土地の掘削を行うこと。

４． 下水道施設の上部及び周辺には、維持管理上支障となる建物及び工作物等（二重蓋・プレハブ

物置・庭石・植木等）は、設置しないこと。

５． 下水道施設の設置後、位置、構造は、将来にわたり許可なく変更しないこと。

６． 下水道施設の設置又は維持管理について、第三者から異議の申立て又は権利等の主張があっ

た場合は、自己の責任において解決すること。

７． 土地所有者の変更があった場合、新所有者に対し前記の承諾事項について責任をもって継承

すること。

下 水 道 施 設 設 置 工 事 に か か る 設 置 条 件 承 諾 書



別記様式第２１条（第２７条関係）

　下水道法第１６条の規定により施工承認を申請します。

　小平市　　　　　

殿

年 月 日 付けで申請のあった公共下水道施設設置工事等

　　施工承認申請については、下水道法第１６条の規定により承認したので通知します。

年 月 日

小平市長

記

裏面記載のとおり

工事予定期間

施 工 業 者

所 在 地

施 工 理 由 　□　開発行為　　　　□　敷地分割　　　　□　道路位置指定　　　　□　一般

施 工 場 所

施設の内容
　□ 別紙内訳書のとおり　　　□ 人孔　　　　　　箇所　　　□ 汚水ます　　　　　　　箇所

　□ 管きょφ　　　　　　　　　　ｍ、　φ　　　　　　　　　　　ｍ、　φ　　　　　　　　　　　　ｍ

　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日から　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日まで

★　太線の中だけ記入して下さい。

電話番号

担当者名

連絡先

■　チェックボックス内を黒く、塗つぶして下さい。

事業者名

代表者名

公共下水道施設設置工事等施工承認申請内容写

小 平 市 長 殿 年　　　　　月　　　　　日

申
請
者

住　所

電　話

氏　名

承認番号

添 付 書 類

・　申請書及び施工承認通知書（各１部）　　・　案内図（２部）　　・　公図写し（１部）

・　平面図、縦断面図、下水道施設等構造図　（各２部）　

・　土地の登記事項証明書　　（開発工事の場合は不要）

小　林　洋　子

条　件

公共下水道施設設置工事等施工承認通知書

申請者



1 　　工事の安全対策について

マンホールや管きょ掘削等においては、労働安全衛生法に基づき労働災害防止のため、

　　掘削深１．５ｍ以上の箇所においては必ず山留工を設置すること。

なお、掘削深１．５ｍ未満おいても、現場状況に応じて山留工を施し安全管理に努める

　　こと。

2 　　中間検査について

　　・ 検査日程を調整のうえ、原則として一週間前までに中間検査願に検査用図面を添付し

　　一部提出すること。

　　・ 検査対象は、管内流水状況、管きょ勾配、管きょ延長、公ます設置状況等の確認を行う。

　　・ 検査に際しては、レベル・スタッフ・水平器・水・巻尺等の機材を用意し、延長確認のため

　　マンホール中心点を蓋にマーキングしておくこと。

3 　　完了検査について

　　・ 検査日程を調整のうえ、原則として一週間前までに完成届兼検査願に案内図、検査用

　　完成図、工事記録写真を添付し一部提出すること。

　　・ 検査対象は、中間検査項目を除く、蓋高さ確認、マンホール内出来形確認等をする。

　　・ 検査に際しては、レベル・スタッフ・巻尺等を用意しておくこと。

4 　　完成図への特記事項

　　・ 完成平面図へ、公ます取付位置等の数値情報を表示すること。

　　・ 割込みマンホールや推進管で既設管渠へ接続した場合は、その位置が分かるよう、

　　上流側マンホールから接続位置までの距離を平面図に表示すること。

5 　　完了手続きについて

(1) 下水道施設引継調書の提出

　公営企業会計上、受贈資産価格の確認が必要となることから下水道施設引継調書に、

管きょ・マンホール・公ます等の種類、数量、金額等の内訳書を添付し完成図とともに提

出すること。

(2) 提出図書 ・ 期限

完成図（平面図・縦断面図） 各 2 部 縮尺：１／２００～１／３００

台帳補正用平面図 1 部 縮尺：１／５００

宅地区画案内図 3 部 縮尺：１／１５００

※ 上記完成図書等は、完了検査後１４日以内に下水道課へ提出すること。

条 件


